調査様式
[bookmark: _GoBack]令和７年度
飼料国内自給化緊急対策事業に係わる要望調査票　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１　事業実施主体
	提出年月日
	

	事業実施主体名
	

	住所
	

	連絡先（電話番号）
	




２　経営内容等（該当する方に〇印を付けてください。）
	
	畜産農家（酪農、肉用牛、養豚、養鶏、その他　　　　　　）

	
	飼料生産受託組織

	
	法人及び団体

	
	畜産農家を含む多様な事業者で構成される任意組合（コンソーシアム等）






※事業実施主体が畜産農家を含む多様な事業者で構成される任意組合（コンソーシアム等）の場合のみ、２を記入ください。それ以外の場合は、２を削除し、３へお進みください。

２　コンソーシアム等複数の事業者が事業に取り組む場合の構成員
	所属
	名称（名前）
	役割
	経営体

	

	
	
	畜産農家（畜種）、耕種農家（作物）

	

	
	
	畜産農家（畜種）、耕種農家（作物）



















３　事業実施主体の取り組み状況について
（１）現状と課題










（２）国産飼料の生産拡大や食品残さの取組み内容













４-１　国産飼料生産拡大対策
計画概要
	作付作物
	拡大面積
	支援金(円)

	完了予定年月日
	備考

	
	
	
	
	





利用計画
	拡大候補地（市町村名）
	所有者
	現状
（R6）
	計画
（R8.3）
	検証方法
	備考
（新規性等）

	
	
	
	
	
	





添付資料
（１）現状の面積が分かる公的書類（農地台帳など）
※支援対象となるのは必要書類が提出できる土地のみ。




４-２　食品残さ等飼料化対策
計画概要
	取組み内容
	利用する食品残さ
	事業費(円)

	負担区分
	完了予定年月日
	備考

	
	
	
	補助金（円）

	その他（円）

	
	

	
	
	
	
	
	
	





利用計画
	現状（R6）
	目標（R10）
	増減率
	事後評価の検証方法
	備考
（新規性等）

	
	
	
	
	





添付資料
（１）見積書（１社）
（２）パンフレット
（３）取組みフロー
